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Decent Work 　 働きがいのある人間らしい仕事 

最賃引き上げ、賃金底上げで内需拡大を！
派遣法の抜本改正を！
第３回ディーセントワークデー全国で
｢人間らしい働きがいのある仕事をすべての人に｣―第3回ディーセントワークデーが11月19日全国32カ所で取り組まれた。
東京では昼休みの時間に御茶ノ水駅前で宣伝行動、14団体56人が参加した。
全労連の大黒作治議長は「雇用情勢が悪化するなか、派遣法の一日も早い抜本改正が必要なのに、臨時国会で一度も議論されていない」と指摘し、審議を開始して、改正派遣法の不十分さの克服を求めたいと訴えた。また、一部の輸出大企業の利益の確保ではなく、労働者が安心して働ける場と賃上げの確保こそが内需主導で景気回復をはかる道だと強調、働きがいのある人間らしい仕事の実現を訴えた。
小田川事務局長は政権交代の原動力の一つともなった派遣法抜本改正が、いまだに行われていないことを批判し、「派遣切りにあった労働者の悔しい思いを受け止め一日も早い改正を」と訴えた。また最低賃金について｢東京の最賃は821円。1年間に2000時間働いても160万円にしかならずワーキングプアを脱することはできない｣と指摘。東京地評など首都圏の労働組合が行った最低生計費調査で最低でも若年単身で月23万円は必要との結果を紹介し、若者が自立して生活できる最低賃金を求めた。
全農協労連の国分委員長は大企業の内部留保の一部を、大学生・高校生が安心して就職できる雇用保障にまわさせていこうと訴え。急浮上したＴＰＰについて農産物も人も行き来自由の関税ゼロ協定であるとして問題点を指摘。農業や食料に打撃を与え、現在40％しかない食料自給率が、水産物含め13％にまで下がる一方で、輸出大企業は生産拠点を海外に移し、関税ゼロで日本に輸出できるようになると指摘。地域経済と雇用、農業守るため、ＴＰＰは許さない。あたり前に働けばあたり前の暮らしができる日本の実現を呼びかけた。
東京春闘共闘の喜入幹事が「東京労働局は最低賃金改定の通達の中で年度途中でも最賃を下回る賃金は引き上げることを求めている」と紹介。自治体に広がる派遣労働者や、非正規・関連労働者の、正規と同じ仕事をしながら低賃金不安定な労働実態に触れ、「一刻も早く正規で働くのが当たり前の社会にしよう」と訴えた。
自交総連の菊池書記次長は｢タクシーやバスなどの道路旅客運転手の脳出血や心筋梗塞でなくなる過労死の認定率は一般労働者の7倍｣と述べ、賃金が低いため長時間労働を余儀なくされている実態を指摘し、「普通に働けば生活できるまともな賃金を」と訴えた。自治労連の山口副委員長が、自治体職場では3分の1から2分の1超が非正規労働者。正規と同じ仕事をしながら、非正規職員の賃金は10年、20年たっても1年目の正規新採職員より安いと述べ、消費生活相談員など専門性の蓄積が不可欠な業種さえ非正規労働のために5年たったら入れ替えで、住民サービスの低下につながっていると指摘。必要な労働は正規職員で採用させようと訴えた。過労死家族の会から、｢過労死防止基本法の実現で夕飯を家族で囲める社会に｣と呼びかけ。日本労働弁護団の佐久間弁護士が12月4日10時から4時、全国いっせいホットラインを行うと報告した。



　第３回人間らしく働こうデー、浦上・長崎駅で宣伝　　　
　　　　　　　　　～長崎県労連
　長崎県の最低賃金は１１月４日から６４２円に引き上げられました。
「最賃引き上げ、賃金底上げで景気回復を図ろう」という早朝宣伝を実施。浦上駅前では７名で３００枚、長崎駅前では１２名で７００枚を配布しました。最賃引き上げのチラシとティッシュに加え、１１月２９～３０日の「なんでも相談ホットライン」のチラシも添えて盛り沢山の情報を提供しました。

早朝宣伝は反応も上々　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

～岡山県労会議
県労会議は毎月定例となったディーセントワーク宣伝を１１月１８日の朝７時４５分から約２５分間、通勤・通学する労働者・学生の皆さんに宣伝チラシの入ったティッシュを配りながら、９人が参加して伊原県労会議事務局長がマイクを握りました。働くルールと日本経済の再生やディーセントワークという言葉を、働きがいと生きがいの持てる労働を象徴する言葉として、これからの労働運動の合言葉として使っていきたいと訴えました。これまでは夕方宣伝ということもあり、参加者も少なく、道行く人の反応も鈍く、夕方が暗くなってきたこともあり朝宣伝に切り替えました。朝の宣伝は反応も上々でした。しっかりとチラシを受け取ってくれる反応が心地よく、訴えにも力が入りました。用意した５００個の宣伝チラシは当然なくなりました。
雇用問題で宣伝後、要請書を提出　　　　　　～秋田県労
秋田県労連は毎月のディーセントワークデーを『宣伝と要請・交渉』をセットで行うこととしており、11月19日は秋田駅前での早朝宣伝行動と、秋田労働局長への申し入れ行動を行いました。早朝宣伝には12人が参加、リレー演説を行いながら約40分間でビラ650枚、ティッシュ650個を配布しました。また、労働局長には「最賃改定の周知徹底、法違反に対する毅然とした対応、監督署・ハローワークの職員の増員、政府において中小零細企業支援の強化を行う事」を申し入れました。要請行動には賃金室長が応対し、「最賃の周知徹底にさらに努力する。法違反に対して毅然と対処するのは当然のこと。申し入れの内容は本省に報告する」との回答がありました。

　12月の行動では17日にやはり宣伝行動を行い、雇用失業対策の大幅な充実を求め関係方面に申し入れるとともに、年末であることから生活困窮者への特段の取り組みを求めることとしています。

 


第４回ディーセントワークデーは、12月17日(金)｢雇用・失業問題｣です。

2010年12月7日


全労連


（全国労働組合総連合）


Tel  03-5842-5611


Fax  03-5842-5620





雇用と社会保障による福祉国家－①雇用の安定 ②良質な雇用の実現 ③セーフティネットの整備 ④社会保障の拡充
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東京：御茶ノ水駅前





ディーセントワークデーキャラクター募集！


〆切12月10日　採用者には謝礼進呈


全労連ディーセントワーク行動企画委員会





毎月第3金曜日は、ディーセントワークデー





憲法をいかし、なくそう貧困と格差、変えよう職場と地域、つくろう平和な世界





各地の取り組み









